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本日の議題１の審議の流れ

1. 日本海南部の海域活断層の長期評価の審議の進め方について
→ 海活29参考資料1-2 p3-8へ

2. 評価項目・評価方針について
→ 海活29参考資料1-2 p9-24へ

3. 特性表について
→ 海活29参考資料１-2 p25-32、海活29参考資料１-3 

4. 日本海南部の海域活断層の長期評価について
→ 海活29参考資料１-2 p33-39、海活29参考資料1-4-1～
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審議中の情報を含むため非公開









２．評価項目・評価方針について

9



日本海南部の海域活断層の長期評価 評価方針 １／２

評価項目 評価方針

①評価対象断層の選定基準 • 日本海南西部の手法を踏襲

②活断層の可能性のある構造の
取扱い

• 陸域の活断層の地域評価と同様に、付表として整理。

③断層の位置
（トレース）の決め方

• 日本海南西部の手法を踏襲
• 端点は基本的に変位が認められる測線と認められない測線の中点とする。

ただし、既存文献のトレースを採用する場合はその限りではない。

④断層トレースの端点の信頼度 • 日本海南西部の手法を踏襲

⑤評価単位区間の設定基準 • 日本海南西部の手法を踏襲

⑥海域活断層の命名 • 日本海南西部の手法を踏襲

⑦活動時の地震規模の推定方法 • 日本海南西部の手法を踏襲

⑧基準面と垂直変位量の読み方
および平均変位速度の算出方法

• 基準面は基本的に日本海南西部と同じくQ1層等とする。
• 日本海南西部と同様、縦ずれの変位から平均変位速度を計算（計算手法は今後審

議）。
• 陸に近い断層では、海成段丘の高度等も変位速度の推定に使用できる場合がある

ので、そのような場合はそのデータも活用。
• 新しい年代の地層の構造を読み取る場合など、変位量の読み取りがQ1層基底の変

位量の読み取りに比べて信頼性が高い場合は、信頼度を○や◎にすることを検討。

⑨1回のずれの量の推定方法 • 日本海南西部の手法を踏襲
10
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評価項目 評価方針

⑩断層のずれの向きと種類
（断層のすべり角）の推定
方法

• ８分類とする。
• 断層の種類について大まかに分類しておき、個別の断層について審議が終わった段階

で、すべり角の扱いを検討予定。
• 横ずれ断層と逆断層が混在する海域の取扱いは今後審議。
• 評価海域で発生した過去の地震の発震機構解などをレビューし、日本海南西部のとき

と同じ手法で横ずれ／縦ずれ比を適用。
• ただし、反射断面や地質学的・地形学的データから純粋な逆断層と推定可能な断層に

ついては、横ずれ成分が含まれることを想定する必要はない。

⑪断層面の下端の深さの決
め方

• 十分な地震活動があれば、それに基づいて下限の深さを推定。
• 地震活動が低調の場合は、日本海南西部と同様の考え方で下限の深さを推定。
• 重力探査、地殻変動等のデータも考慮。
• 震源深さに基づいて下端深さを決める際に、震源深さの信頼性（精度）を確認する必

要あり。（【参考】武田ほか（2014、日本海PJ報告書）のD90）

⑫評価対象海域の設定と区
域分け

• 横ずれ断層と逆断層が混在する海域が存在するため、西から海域全体を一通り審議し
てから検討予定。
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①評価対象断層の選定基準

• 主要活断層帯及び沿岸海域の主要活断層帯の選定基準や陸域への地震・津波被害を踏まえて、
断層長さ 20 km 程度以上の海域活断層を主な評価対象とし、海域活断層ごとに位置・長さ・
形状・活動度などを評価した。

• 評価対象海域内の海域活断層のうち、既存の陸域の活断層の長期評価で評価されていない
長さ 20 km 程度以上の断層を「評価対象の海域活断層帯」として評価した。

日本海南西部の海域活断層の長期評価（第一版）2022より

• 日本海南西部と同様、断層長さ20km程度以上を評価対象とすることでよいか
• 「可能性のある構造」がある場合も評価文に含めるか→日本海南西部の手法を踏襲

評価対象海域におけるM7.0以上の地震を
引き起こす活断層（長さ20 km）を対象

• 沿岸地域で震度６弱以上の
揺れを広く引き起こす可能性

• 沿岸地域の海岸で広く1m程度
以上の津波高となる可能性

12
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③断層の位置（トレース）の決め方

（日本海における大規模地震に関する調査検討会（2014）、海域における断層情報総合評価プロジェクト（文部科学
省研究開発局・海洋研究開発機構, 2020）、日本海地震・津波調査プロジェクト（文部科学省研究開発局・東京大学地
震研究所, 2021）、中国電力株式会社（2014）、九州電力株式会社（2013）を紹介した上で）
本評価では、これらの資料に報告されている断層トレースに基づいて、利用可能な反射断面及び海底地形データを用い
て海域活断層を選定した。図４に評価対象の海域活断層帯の断層トレース及び断層トレースをまたぐ反射法地震探査測
線の反射断面例（図５～８）の位置を示す。原則として、海底直下の鮮新世以降の地層に 5－10 m 以上の上下変位を
あたえる断層構造あるいは撓曲が複数の測線に連続して認められる場合に活断層と認定した。

日本海南西部の海域活断層の長期評価（第一版）2022より

• 日本海南西部と同様、既存の資料で報告されているトレースを基に、分科会で反射断面
を確認して認定することでよいか→日本海南西部の手法を踏襲。端点は基本的に変位が
認められる測線と認められない測線の中点とする。ただし、既存文献のトレースを採用
する場合はその限りではない。

① 日本海における大規模地震に関する調査検討会（2014）
② 日本海地震・津波調査プロジェクト

（文部科学省研究開発局・東京大学地震研究所, 2021）
③ 海域における断層情報総合評価プロジェクト

（文部科学省研究開発局・海洋研究開発機構, 2020）
④ 中国電力株式会社（2014）
⑤ 九州電力株式会社（2013） 14
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⑦活動時の地震規模について

• 日本海南西部および内陸活断層と同様
に、松田（1975）のM-L式を用いて
マグニチュードを計算してよいか

→日本海南西部の手法を踏襲

想定される地震の規模については、活断層の長期
評価手法において用いられている松田（1975）に
よる断層長さと規模の経験式を用いて推定した。
log (𝐿𝐿) = 0.6𝑀𝑀 − 2.9 （１）
ここで、Mは地震の規模を示すマグニチュード、L
は一回の地震で活動する断層の長さ（km）を示す。
なお、式（１）が海域の活断層に対しても適用可
能であるか確認するため、近年日本海側の海域で
発生した主な地震（陸域と接続するものも含む）
である、2005 年の福岡県西方沖の地震（M7.0）、
平成 19（2007）年能登半島地震（M6.9）、なら
びに平成 19（2007）年新潟県中越沖地震
（M6.8）を用いて検証を行った
（中略）
断層帯全体の長さが 80 km を越えた長大な活断層
が活動した場合、活断層の長期評価手法に基づき、
断層帯の長さが断層幅の４倍となるまでは、式
（１）によって規模を推定し、それを超える場合
には、評価単位区間の長さが断層幅の 4 倍を超え
ない「地震規模想定区間」の組み合わせを設定し
た。

日本海南西部の海域活断層の長期評価（第一版）2022より

18





⑨1回のずれの量の推定方法

松田時彦・山崎晴雄・中田 高・今泉俊文 (1980)：
1896 年陸羽地震の地震断層．
地震研究所彙報，55，795-855.

• 日本海南西部と同様に、
松田ほか(1980)の経験式を用いて
１回のずれの量を推定してよいか→
日本海南西部の手法を踏襲

本評価対象海域の活断層は、変動地形が明瞭ではな
く地質学的データを得ることも難しいため、過去の
活動による１回のずれの量が得られていない。その
ため、本評価では、活断層の長期評価手法に従い、
１回のずれの量（注14）を評価単位区間の長さか
ら補助的に推定する手法に基づき、以下の経験式
（松田ほか, 1980）を用いて推定した。
D = 10-1L (4)
ここで、Dは１回の活動に伴う変位量（m）、Lは
１回の地震で活動する断層の長さ（km）であり、
ここでは評価単位区間の長さを用いた。主要活断層
帯の長期評価においても、１回の変位量を示す直接
的なデータが得られない場合にこの式が用いられて
いる。なお、式（４）の導出には1891年濃尾地震
から1974年までの日本で発生した内陸地震が用い
られており、この式をそのまま海域の活断層に適用
可能であるかどうかは検討の余地があるものの、本
評価対象海域の活断層の特性は中国地域に分布する
活断層と類似すると考えられるため、本評価では式
（４）を海域の活断層に適用可能とした。

日本海南西部の海域活断層の長期評価（第一版）2022より
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⑩断層のずれの向きと種類(＝すべり角)の推定方法

• 本評価対象海域における断層の種類について
は、反射断面図や周辺陸域での活断層の走向
と断層の種類との関係を参考に、背景テクト
ニクスを考慮して推定した。本評価において、
断層の活動による変位が認められた反射断面
には幅 10 km 以上の背斜や向斜が見られな
いことから、本評価対象海域におけるすべて
の海域活断層は、横ずれを主体とする断層で
あると推定した。

• 本評価では個別の断層ごとの断層すべり角の
横ずれ／縦ずれ比のデータがないため、防災
科学技術研究所が運用する F-net のモーメン
トテンソルカタログ（福山ほか, 1998）を用
いて、評価対象海域で発生した地震のすべり
角の横ずれ／縦ずれ比の頻度分布（図 23 の
左下図）に基づいて推定することとした。

日本海南西部の海域活断層の長期評価（第一版）2022より

• 横ずれ断層と逆断層が混在する場合はどうするか
• 広域応力場の情報をどう扱うか 21
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⑩断層のずれの向きと種類(＝すべり角)の推定方法

• 断層の種類について大まかに
分類しておき、個別の断層に
ついて審議が終わった段階で、
すべり角の扱いを検討しては
どうか

→８分類とする。
断層の種類について大まかに分類
しておき、個別の断層について審
議が終わった段階で、すべり角の
扱いを検討予定。
横ずれ断層と逆断層が混在する海
域の取扱いは今後審議。
評価海域で発生した過去の地震の
発震機構解などをレビューし、日
本海南西部のときと同じ手法で横
ずれ／縦ずれ比を適用。
ただし、反射断面や地質学的・地
形学的データから純粋な逆断層と
推定可能な断層については、横ず
れ成分が含まれることを想定する
必要はない。
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⑪断層面の下端の深さの決め方

本評価対象海域では一部を除いて地殻内の地震活動
が低調であり、地震観測結果に基づいて地震発生層
の下限を推定することは容易ではない（例えば、文
部科学省研究開発局・東京大学地震研究所, 2014）。
さらに、本評価対象海域においては、定常的な地震
観測網は陸域にのみあるため、深さに関する震源決
定精度ならびに微小地震の検知能力は陸域に比べて
低い。
これらの背景から、文部科学省研究開発局・東京大
学地震研究所（2014）では、速度構造や水深、構造
的な変形特性から、日本海周辺の地殻構造を海洋性
地殻、厚い海洋性地殻、背弧リフトならびに大陸地
殻に区分し、それらのレオロジー特性や地震活動を
考慮して地震発生層の下限の深さを推定した（図
19）。本評価対象海域は、これらの区分では全域が
大陸地殻に分類されており、その地震発生層の下限
の深さは 15 km と推定されている。

日本海南西部の海域活断層の長期評価（第一版）2022より

• 十分な地震活動があれば、それに基づいて下限の深さを推定することでよいか
• 地震活動が低調の場合は、日本海南西部と同様の考え方で下限の深さを推定することでよいか
→十分な地震活動があれば、それに基づいて下限の深さを推定。地震活動が低調の場合は、日本海南西部と同様の考え方で下限の深さを推定。
重力探査、地殻変動等のデータも考慮。震源深さに基づいて下端深さを決める際に、震源深さの信頼性（精度）を確認する必要あり。（【参考】
武田ほか（2014、日本海PJ報告書）のD90）

H25年度「日本海地震・津波調査プロジェクト」成果報告書より
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⑫評価対象海域の設定、区域分け

今後の長期評価では、起震断層ごとではなく、ある
地域に分布する複数の断層の活動を考慮した地域評
価を行う。評価対象となる地域を「評価地域」と呼
び、その範囲に分布する活断層及び活断層の可能性
が高い断層について、長さや活動度に関係なく評価
対象に含めることにする。「評価地域」については、
過去の地体構造区分に関する研究などを基に、地質
や活断層分布などを考慮して決定する。「評価地
域」の境界については、近接する地域と重複する領
域が存在しても構わないこととする。また、評価の
公表にあたっては評価した範囲に関わらず、都道府
県など行政区分単位で公表することも考えられる。

「活断層の長期評価手法」 報告書（暫定版）2010より

活断層の分布や地質構造、隣接する九州地域の活断
層の長期評価（第一版）や中国地域の活断層の長期
評価（第一版）の区域分けを考慮して評価対象海域
を中国地域北方沖の東部区域及び中部区域、九州地
域北方沖の西部区域に区分し、それぞれの海域に分
布する活断層及び地震活動の特徴について述べる。

日本海南西部の海域活断層の長期評価（第一版）2022より

日本海南西部の海域活断層の長期評価（第一版）2022より

• 基本的な方針は日本海南西部と
同様でよいか

• 断層の種類が入り混じる海域があるため、西から海
域全体を一通り審議してから決定することでよいか

→横ずれ断層と逆断層が混在する海域が存在するため、
西から海域全体を一通り審議してから検討予定。
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３．特性表について
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公表する特性表については、基本的に日本海
南西部の長期評価のものを踏襲する。

●海域の短い活断層（位置と長さのみ）
（日本海南西部の海域活断層の長期評価（第一版） p.54より）

公表する特性表（案）３／３











４．日本海南部の海域活断層の
長期評価について
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